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はじめに

　日本の成人教育研究は、これまで企業内教育に
ついて積極的に論じてこなかった。しかしながら
海外の成人教育研究では企業内教育に関する研
究、企業で働く人を対象とした教育・学習につい
ての研究は多い。たとえばアンドラゴジー論の主
唱者である成人教育学者マルカム・ノールズ

（Malcolm S. Knowles）はアンドラゴジーと人的
能力開発論（Human Resource Development）の
融合の積極的側面を強調していた1）。ジャック・
メジロー（Jack Mezirow）は職場での意識変容学
習の可能性について言及し2）、シャラン・メリア
ム（Sharan B. Merriam）は職場の教育者や労働
者の問題解決のための学習を描き出すことの重要
性を指摘した3）。そしてユーリア・エンゲストロー
ム（Yrjö Engeström）は、生産的な仕事関連の
学習を生み出すためには、何よりも特定の仕事活
動そのものについて徹底的に調べる必要があると

している4）。
　また戦後の現代教育改革において、労働者教
育・職業訓練等の課題の再検討が求められてお
り、職業訓練法は1969年改訂以来、生涯職業訓練
の考え方が導入されたことを機に、企業内教育を
主体とし、公共はそれを援助、振興するとの方針
がとられた。しかし社会教育研究においては、労
働組合の教育事業を中心とした限定的な研究にと
どまり5）、1960年前後から企業内教育の動向につ
いて、倉内史郎らを中心に検討6）がなされたもの
の、現在にいたるまで、企業内での教育・学習活
動を対象とした研究は少ない。
　それゆえ終身雇用制の崩壊にみられる雇用形態
の変化、多様な働き方の提案など労働環境、雇用
環境の急激な変化にさらされている今日、企業内
教育における教育・学習方法を成人教育研究の視
点から検討する意義を再検討し、企業で働く人々
の教育・学習過程に対して何ができるかについて
考究することは、今後の成人教育研究と職業能力
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の深化を内実とする社会構造の変化が、教育思
潮の上からは技術革新時代の生涯教育論の主張
がこの可能性の土台をなしていよう。それは青
年教育と婦人教育を主たる分野として措定して
きた日本社会教育の歴史的体質の根本的な再点
検と転換が今日せまられていることを意味す
る。成人の特性が「労働」に従事している点に
ある以上、再点検のポイントは、技術革新をと
もなう経済成長・産業高度化のもとで急激に変
化しつつある「労働」そのものの実態と本質を、
実践的にも理論的にも究明するところにあるで
あろう9）。

　倉内らによる研究は、労働運動、労働者の教育
要求、主体的な学習等の観点から、現状分析と課
題整理、解決方策の展望を示しつつ、労働者教育
研究を成人の教育方法論の発展へ寄与させようと
した研究者間の総意であることが確認できる。ま
た、倉内らは、青年教育と婦人教育研究をふまえ、
その成果に学びつつ、企業内教育を検討すること
で新しい成人教育研究における労働者教育のあり
方を模索しようとしていたことが、次の引用にう
かがえる。

　私たちは、労働運動の方針との関連に注意深
く目をむけながら、労働組合教育活動や労働者
教育団体のすすめてきた最近の労働者教育のさ
まざまな努力の中に、新しい成人労働者の教育・
学習を模索しようとする相違を確認したいと思
うのである。それは、労働者教育を展望する際
の不可欠のモメントたるにとどまらず、成人教
育の方法を考えるものに対してかならずや大き
な教訓を与えることとなるであろう10）。

　これまで検討されてこなかった「労働」の視角
を広げること、つまり企業内教育に着目すること
で成人教育・学習研究の可能性を広げることを目
的とした。1970年に刊行された『労働者教育の展
望─日本の社会教育第14集─』は、「序論」、第一
部「労働者教育の視点、第二部「労働運動・労働
組合における教育・学習活動」、第三部「職業技
術教育・企業内教育の現段階」で構成された。第
三部「企業内教育の現段階」については、 2 編11）

が実際家（企業内の教育に関わる実務家）による
執筆であった。編集委員会が指摘するように同書

開発のあり方を検討する上でも重要なテーマにな
るものと思われる。
　そこで本稿では、日本のこれまでの成人教育研
究における企業内教育の位置づけを明らかにす
る。そのために、主として1960年前後から2010年
代前半までの労働者教育、成人教育・学習に関わ
る先行研究を中心に、社会教育研究者が企業（職
場）における教育・学習活動の何に着目したかに
ついて検討し、その位置づけを明らかにすること
で、成人教育研究において企業内教育を検討する
ことの今日的意義と課題を確認する。

1 　労働者教育研究と企業内教育─倉内史郎
による研究を中心として

　社会教育研究における企業内教育は、労働者教
育、成人教育・学習論研究の中で主として検討さ
れてきた。特に、1960年前後から70年代前半にお
いて「労働と職業」、もしくは「労働者教育」と
いう枠組みで、倉内史郎を中心に研究蓄積がみら
れた。その研究蓄積は社会教育研究における成人
教育への可能性を拓いた点で評価されており、ま
た1960年代以降の教育学的視点からの企業内教育
に関する研究として先駆的な試みであった7）。倉
内が年報編集委員会代表として編纂した『労働者
教育の展望─日本の社会教育第14集─』（1970）
では、企業内教育への当時の関心について次のよ
うに説明している。

　これまでのところ、社会教育研究において、
企業内教育にたいする関心はあまり高かったと
はいえない。むしろ、何か限局された教育領域
のこととして、問題として一般性をもたないも
ののように受け取られてきた。それだけに、多
くの研究者によって目を向けられるということ
がなく、その証拠には、この年報の第三部の企
業内教育にかんする報告は、二つまでもその実
際家にゆだねられているほどである8）。

　上記のように社会教育研究全体として企業内教
育への関心の低さを指摘し、労働者教育において

「労働」を検討するためには、その実態と本質、
すなわち企業における実際の「労働」に着目する
必要性について次のように述べる。

　社会基底面では都市化・工業化・賃労働者化
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の構成には研究者の視点の偏りがあった。
　倉内らが指摘する労働者教育の視点の偏りとは
いったい何だったのか。労働者教育研究の多くが
労働組合教育を対象としたものであり、労働組合
が当時の労働者の能力開発に関する学習ニーズ、
たとえば技術革新に対応した知識習得やスキル開
発のニーズではなく、労働組合方針や労働組合員
としての活動のための教育が中心であったことが
原因の一つとされた12）。成人労働者を教育対象者
としてきた当時の教育事業（もっと広い捉え方に
よる労働者教育）はおおよそ次の 5 つのタイプに
分けることができるとし、１.教養指向型、2.政治
指向型、3.経済指向型、4.協調指向型、５.能力指
向型として整理した（表 1 参照）。 2 と 3 は、こ
れまでの労働運動の性格が強く残る労働者教育で
あり、 4 は 3 の労働運動のあり方によっては関連
性が強い教育事業である。そして 5 は、教育主体
が今後どう変化するかによって、教育事業の性質
の予測が難しいとしている。当時の労働者教育研
究者の関心の多くは労働運動を教育事業の基盤に
おく政治指向と経済指向であった13）。しかしなが
ら、1970年代後半までに成人労働者を対象とした
教育事業そのもののあり方が大きく変わることと
なり、政治と経済を指向する労働教育研究者が期
待した「労働者が闘うエネルギー」が「噴出」せず、
企業への抵抗を目的とした運動に対する労働者の
関心は研究者が期待するほど高まらなかった14）。
このことは当時の労働者教育研究が、労働者自身
が望む教育や学習に関する実際の意識の変化に対
応できていなかったといえる。
　一方、企業内で実施されていた教育活動には大
きな変化がみられた。たとえば、QC（Quality 
Circle）活動、ST（Sensitivity Training）等の小
集団活動、表彰制度等をとりいれた小集団間の競
争の組織、労働者への大幅な権限委譲、経営参加
等の一連の自己啓発の方式が、1960年代から1970
年代にかけての企業内教育の重点的な取り組みと
なった。さらに当時の社会的課題は校内暴力にみ
られる学校教育の問題、家庭崩壊など家庭教育の
問題などに呼応すべく、情操の涵養、「道徳」教
育、地域活動のすすめ、定年後に備える教育等、
企業内教育が、組織内部にとどまらず、「全人格
的教育」とよばれるごとく、労働者の生活全体を
掌握する方向に進んだ15）。そして企業内教育は労
働者の生活全体を掌握しようとし、人の「心」を

コントロールすることに関心を寄せているとみな
されていた16）。
　しかしながら倉内は、企業内教育の全人格的教
育に生涯教育との接点を見出し、成人教育研究に
おいて企業内教育を検討する意義を確認した。倉
内が、企業内教育に関心を抱いた理由はなぜなの
か。その契機は、生涯教育への実践的関心にもと
づくものであった。生涯教育の視点からの教育プ
ログラムを企画する際の企業内教育にこれまでの

表 1　労働者教育事業の 5分類
指向タイプ 教育事業としての特性

教養指向型

・�労働者の人間的向上を目的とした
より高い教育の場を用意し、人間
的教養を内容とした事業

・�WEAなど成人教育的労働者教育
の類型

政治指向型

・�労働者階級の立場からの教育とし
て、社会変換の主体たるべき階級
としての労働者の自覚・成長を促
す教育

・�「独立労働者教育運動」の類型

経済指向型

・�労働組合員教育（特に組合幹部教
育）を中軸とし、組合の指導・運営・
企業との交渉のための知識・技術
習得を目的とした経済主義的労働
運動と結びついた教育

・�組合実務教育の類型

協調指向型

・�健全な労使関係と「健全中正」な
労働運動育成を目的とした協調思
想の普及・労使問題の基礎知識の
提供を意図した政府・経営団体な
どによる啓蒙教育

能力指向型

・�企業内労務管理と結合して企業内
教育の総体をなす場合と、企業外
における公共職業訓練機関・各種
学校・講習会等で実施される場合
の教育事業

・�類型については前例がなく、今後
の教育主体は予測がつかない問題
が多い

（出典：倉内史郎編『労働者教育の展望─日本の社会
教育第14集─』東洋館出版、1970、pp.2-3を元に筆者
作成。）
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社会教育実践にはない特性があると次のように指
摘している。

　一般の社会教育の現状では、長期の継続性を
もってプログラムをたてうるほど条件は整って
いない。限定された教育目的のもとでおこなわ
れるものであるとしても、企業内教育は、すで
に生涯教育の一部分を具体的に遂行している唯
一の教育形態であるとみることができる17）。

　企業内教育が長期的な展望のもとに教育活動が
可能である点に着目し、人の一生涯にわたって関
わることのできる継続教育、生涯教育としての「学
校後の『教育の場』」としての可能性を見出して
いた。また一方で、倉内は、企業内教育の課題と
して、学ぶ者自身の立場から捉え直されるべきも
のであるとし、成人教育視点に基づいた課題を次
のように指摘した。

　企業内教育の学習の過程において、学ぶ者の
自発的な学習動機、自由な学習意志を原点とし
て、そこから企業内教育を組み立てていく考え
方が必要である。もともと、学習する者の学ぶ
ことへの自発的な意志を欠くところには、真の
意味での教育は成立しないのである18）。

　倉内は、企業内教育の経営の道具的側面を認め
つつも、自己啓発概念における個人の自発性に着
目することによって教育的価値を見出し、継続教
育、学習機会としての企業内教育を「学校後の『教
育の場』」として成人教育学に位置づけようと試
みたといえる19）。後年、倉内は、生涯学習におけ
る職業能力開発の課題に関して、現在置かれてい
る職業生活の諸条件の実際に即して検討されなけ
ればならないことを次のように強調した。

　職業能力開発とか職業能力の向上というと
き、それは具体的に特定の職種に関して、その
職種にとって必要な能力を身につけさせ、ある
いは能力を高めることを指している。そこでは、
どのようにしたら職業能力を向上させることが
できるかが、もっとも中心的な課題である。職
業能力開発を問題にする視点として、これを
「労働」や「生産」という一般的・抽象的な言葉
からだけで把えようとしても、それではなかな

か具体的な教育問題、学習課題に迫ることがで
きない。「労働」や「生産」の歴史的、社会的、
あるいは文明的な意義をいくら論じても、それ
だけではついに特定職種に関する職業能力開発
の教育問題にはなってこないのである。職業能
力開発の問題を検討するためには、もっと人び
との職業生活の実際場面に即して把えていかな
くてはならない20）。

　倉内は、職業現場における学習や学習者の仕事
をめぐる生活全体の学習ニーズを尊重することを
職業教育の重要な検討課題として取り上げてい
た。職業能力の向上のために、一生涯を通じて教
育する生涯教育・学習の実践の場として企業の現
場で行われる教育、学習を位置づけ、一人ひとり
の職業生活の実際の場面に関する実践研究を通し
て、成人の教育方法論や学習のあり方を検討しよ
うとしていた。

2 　�労働運動、労働組合教育事業の低迷と�
企業内教育

　倉内らの労働者教育研究を受け、1970年代後半
から1980年代の日本経済の高度成長期に成人教育
研究における企業内教育の位置づけに変化は見ら
れたのか。さらにその位置づけは1970年の倉内ら
の研究視点21）とは異なるのか。社会教育研究に
おける労働と職業研究について週休二日制社会と
の関係から検討した末本誠は次のように指摘す
る。

　従来の社会教育研究では、労働・職業に関わっ
た研究はどちらかといえば、等閑視されてきた。
1948年の文部・労働両省の協約の影響もあって
か、社会教育は実践だけでなく研究・理論にお
いても、労働外の地域社会における住民の学習
に重点を置き、農業を除いて労働に関わった問
題への接近は限定されたものだった。この傾向
は一面で、社会教育を権利論の範疇で捉える行
政・制度研究を発達させた。この研究によって、
社会教育の固有性は社会教育の自由論として明
確になったが、それは同時に社会教育の研究自
体を、行政および制度に囲い込む結果を生んだ
のではなかろうか。そして、労働・職業におけ
る人間の能力の発達や学習の問題は、農業労働
を除いては社会教育の研究や実践に入りにくく



─ 5 ─

5成人教育研究における企業内教育の位置づけに関する再検討

なってしまった。その結果、「企業社会」が進
む中で、ひとり社会教育は現在、自らを蚊帳の
外に置き、「企業社会」の社会教育的解明に取
り組めなくなっているのではなかろうか22）。

　倉内が必要とした企業の中での教育の実際の現
場（実践）に、社会教育研究が取り組まない理由
が整理されている。また労働者教育における企業
内教育の位置づけを検討した中西誠子は、次のよ
うに述べる。

　社会教育研究における企業内教育の今後は、
労働者教育研究と格闘するのではなく、個人と
組織の関係の新しいパラダイム構築をめざして
いる経営学、また生涯発達心理学や社会学のラ
イフコース研究の援用・格闘を通して、新たな
方向にむかって模索されなければならないので
ある23）。

　企業内教育は労働者教育研究ではなく、心理学、
社会学との学際的研究として検討されるべきだと
した。他方、末本は、権利を基本としながらも、
職業や労働の実際に関わることが必要であるとし
ている。ただし、あくまで権利や制度検討を中心
に据えることで、企業の中での（実践の場）での
教育活動からは距離を置いた。結果として、企業
内教育は労働者教育を検討する教育・学習プロセ
スの研究の対象としてみなされなくなった。他方、
1990年代に欧米で注目された新たな学習概念を引
用しつつ、成人教育研究における企業内教育を引
き続き検討する動きも生じてきた。たとえば、新
たな概念として注目されたのが、「学習企業」化

（Learning Organization）24）論であった。末本は
「労働の人間化」論が、労働と職業を考えるときに、
「学習企業」化の動向を生む背景の一つになって
いるとし25）、組織学習（Organizational Learning）、
学習企業（学習する組織）など、労働と学習の関
係をとらえなおす中で企業内教育を研究対象とし
て再考する成人教育・学習論研究の新しい動きに
つながった。

3 　実践研究の場としての企業内教育の可能性

　1990年代後半から2000年代にかけて日本の企業
教育（社員教育）は、バブル経済の崩壊とその後
の停滞期を経て、そのあり方も大きく変容した26）。

1980年代以降、職場集団が様々なレベルで個人化
に向かったことから、社会教育研究者は労働者教
育に対してさらに関心を失い、労働組合の教育事
業も低迷した。その結果、社会教育研究における
企業の組織的な教育活動（OFF-JTや自己啓発）、
職場で営まれる教育・学習活動（OJTなど）を対
象とした研究は2000年代に至るまで進展はなかっ
た27）。一方で、労働と学習概念の変容への関心か
ら欧米の成人教育・学習論の翻訳を中心とした研
究が展開された。たとえば、三輪建二は成人教育
方法論研究の視座から、「学習・教育論的視点か
らの守備範囲の明確化」の必要性を説いた28）。ド
イツの成人教育方法論を紐解きながら、その論稿
において、「成人の日常意識とアイデンティティ」
の観点に着目し、個々の学習者の日常意識からの
学習活動を起点とした教育方法について実践の中
で検討する理論の重要性を次のように指摘した29）。

　1950年代に共同学習論が提唱した、学習者の
日常意識からの学習活動の出発、日常意識の問
題性（社会矛盾の内在化）、その変更のむずか
しさという視点は、1960年代に入り、社会科学
の系統学習論での科学的論理の優位性、および
社会問題にかんする問題解決学習の考え方に
よって一時的にみえにくくなった。しかし1970
年代にはいると、一方では日常意識の社会的要
素を、他方では日常意識の主観的要素を重視し
た理論と実践へと展開をみせるようになった。
両者の要素をどのように統合的にとらえるの
か、そしてその理論が実践の中で、学習─教育
方法のプロセスにおいてどの程度有効性をもっ
ているのかを見届けるのが今後の課題になる25）。

　企業で働く成人（おとな）を対象とした日常意
識の両要素を統合的にとらえる学習・教育方法の
プロセスを検討する場合、企業人にとって職場は
日常意識が生じる学習活動の場としてとらえるこ
とができる。従って、日常意識を統合的にとらえ
るという観点は、成人教育研究において企業内教
育を実践研究の場として位置づける可能性が広が
る30）。そして三輪は、ドイツの生涯学習や継続教
育の分野において、急激な変化をとげているのが
職業継続教育、とくに企業内教育分野であるとし、
鍵となる資質（キー・コンピテンシー）や能力開
発という用語の登場と自己管理的な学習を取り入
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れている点を挙げている31）。しかしながら三輪は、
企業内での実践研究には懐疑的であった。ドイツ
の企業内教育における企業が鍵となる資質や能力
開発の教育・学習方法には関心を示しつつも、営
利的な民間企業の企業内教育において自己管理的
な学習がどこまで定着しうるのか、用語使用のみ
に終わるのではないかという疑問が残るとし、企
業研修の事例研究やモデル開発の必要が課題であ
るとした。
　また、成人教育研究者ノールズの翻訳研究32）

を通して成人教育学と人的能力開発の関係を検討
した堀薫夫は、ノールズのアンドラゴジーにおけ
る人的能力開発の今日的意義と課題の確認を行
い、成人教育研究における人的能力開発の接続に
は疑問を呈している。ノールズは人的能力開発の
中にアンドラゴジーのプロセスを重ね合わせてい
るが、組織目標と個人目標の調和がありうるとい
うノールズの立場は楽観的であるとした。

　ノールズは、成人教育者として生きるなかで、
その視角からの人的能力開発論を開拓した。そ
して、成人学習による個人の成長を通じての組
織発展の可能性を語ったのであった。しかし現
実には、人的能力開発論のなかには個人の成長
よりも組織目標を優先するものや学習の役割を
あまり重視しないものなどもある33）。

　堀は、成人学習の問題は、組織の人的能力開発
において重要な位置を占めるものの、あくまで部
分的で、ノールズが目指したアンドラゴジーと人
的能力開発の融合は難しいとした34）。
　以上のように成人教育研究において企業人の教
育に関心を示しつつも、企業内教育が2000年代に
おいても、積極的に検討されなかった理由は何な
のか。末本は、「従来の社会教育研究では労働や
職業に関する関心は希薄であり、その状況は今日
でも変わっていないように思える。」とし35）、
2000年以降も成人教育・学習論の研究は主として、
社会教育法に基づく領域で行われており、1970年
代に倉内らが指摘した労働や職業に関する領域は
特定分野に限られていたことが理由の一つである
としている。また教育行政と労働行政との厳しい
縦割り行政、さらに社会教育研究者が企業にアプ
ローチすることの困難などの理由により、企業内
教育を研究対象の射程にとらえることは極めて難

しいとも考えられていた36）。
　一方で、社会教育研究における成人学習論研究
の到達点のまとめとして『講座　現代社会教育の
理論Ⅲ　成人の学習と生涯学習の組織化』では、
成人の学習の幅広い理解が必要だとし、社会教育
実践にかかわる地域住民や市民のほかに、学校教
育機関や民間教育機関、企業人、NPOで活躍す
る人びとも成人とし、彼らの学習を成人の学習と
とらえるとした37）。そこでは成人（おとな）の中
に企業や民間教育機関で働く人々を成人学習研究
の対象と認めつつも、企業の職場（企業内）にお
ける教育活動については言及していない。また、
職業能力については明確な資格制度を充実する必
要があり、職業訓練の教育の主体は公的機関であ
るとし、企業に任せるのではなく、行政が責任を
もって取り組むべきだとする論稿もみられた38）。

4 　企業内教育における適応的学習問題

　2010年以降、人材育成、組織開発研究者を中心
に「職場における学習」という用語の使用がみら
れるようになった39）。「職場における学習」とう
概念には企業内で行われる教育・学習活動が含ま
れる。成人教育研究において職場における学習は
どのようにとらえられたのか。日本社会教育学会
プロジェクト研究「労働の場のエンパワメント」
は、「職場」ではなく、プロジェクト名を「労働
の場」と言葉を選んだ理由を次のように説明する。

　今日では、職場以外の場で、かつての職場集
団がもっていた「励まし合い」や「学び合い」が
行われ、場合によっては、職業的なノウハウが
交換されることもある。一体、「職場」とはど
こなのか、「職場」で働いている人はだれなの
かを問わざるを得ない40）。

　プロジェクト研究「労働の場のエンパワメント」
では職場以外で行われる学習活動を研究対象と
し、場所や学習者の属性に着目したことで、企業
内の教育・学習過程に関する研究は検討されてい
ない。濱口桂一郎は、今日の教育と労働の関係に
ついて「密接な無関係」と指摘し、日本の「教育」
における職業的意義の欠如により、職業能力はな
いけれども潜在的能力の保証された若者を企業が
一括採用することによって、企業に適合させるた
めの教育訓練システムが日本企業にあると説明し
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た41）。企業における適合を目的とした教育訓練シ
ステムの存在については、ノールズの成人教育と
人的能力開発の目標の両立を目指した組織の発展
は難しいという堀の指摘と重なる。適応的学習で
はなく、働く一人ひとりの自律的な学習が企業に
おいて真になされるのか、あるいは本当に求めら
れているのかということに懐疑的である立場は現
在も一般的である。
　本稿においては、成人教育研究における企業内
教育について文献検討を中心に論じているが、成
人教育・学習論の研究動向に経営学を中心とした
他分野の研究者が関心を示さない理由の一つとし
て、成人教育方法論が学習支援者の力量形成に置
き変わっているとの指摘がある42）。たとえば、日
本において何をいかに教えるかという方法論的な
議論が、省察的な実践論といった学習支援者の力
量の問題へと転換しており、成人教育方法論が成
立する基盤が形成されがたい状況にあるとし、日
本の成人教育研究が、「いかに、何を教えるか」
という教育方法に関する実践の学習ニーズや関心
に応えていないとする。企業で働く人の教育の
ニーズがいかに何を教えるかにあるとすれば、実
践研究を通した教育方法に関する検討が必要であ
る。
　一方、成人学習研究において省察的学習論が、
2000年代後半から、欧米の成人教育研究者の翻訳
研究を中心に検討された。それらの翻訳書は、企
業内教育、職場における学習が研究対象として含
まれている43）。たとえば、ドナルド・A・ショー
ン（Donald A. Schön）の著書には、職場（企業内）
における教育・学習プロセスが取り上げられてい
る。特に企業のマネージャー、都市プランナー、
心理カウンセラーなど専門家教育の観点から省察
的学習が検討され、これまで日本の成人教育研究
者が関心をもたなかった対象も含まれる。また、
実践研究の参考として取り上げられる成人教育研
究者のパトリシア・クラントン（Patricia Cranton）
の実践研究の中には、トレーナーの能力開発（企
業研修トレーナー育成を含む）が検討されている
44）。さらに、エンゲストロームの日本語への翻訳
書は、探求的学習、活動理論について企業内教育
担当者向けの参考書とされている45）。エンゲスト
ロームは、成人学習研究における最大の課題の一
つとされる変化する教育環境の中で、専門家や実
践者たちが越境し、ネットワークし、協働する学

習活動のための参考理論としてこれまでにも学校
教育の中では検討されてきた46）。活動理論は企業
研修を成人教育学視点から批判的に検討するため
の研究方法への示唆を与えてくれる。しかしなが
ら、成人教育研究において企業内の実践現場での
研究はほとんどみられていない。
　2010年前後以降に、教育学的視点から企業にお
ける教育・学習過程を検討しようとする研究も現
れた。たとえば、米国において学習する組織論を
提唱するピーター・センゲ（Peter M. Senge）の
学習論について成人教育・学習研究の立場から理
論的検討がなされた47）。中村香はセンゲの「学習
する組織」が教育学的観点から検討されず、技術
的合理性の文脈から解釈されたために「わざ

（Art）」のあり方が看過されているとし、学習論
からのとらえなおしの必要性を論じた48）。ただし、
中村の「学習する組織論」は職場をユートピアと
みなし、職場におけるパワーの存在を無視した「学
習する組織論」の展開であるとの批判もある49）。
職場のパワーの影響は企業における教育・学習過
程を検討する上で必要な論点であり、企業が提供
する教育活動、そして職場における学習活動に、
パワーがどのように影響するのか、またパワーを
認識しつつ教育活動に参加することがどのような
学習活動になるのか、学習活動にパワーが影響す
るのであれば、パワーの学習過程への影響が最小
化する教育・学習過程は何かを検討することが求
められる50）。職場のパワーの影響と学習する組織
構築の関係は、今後、成人教育研究的視点から実
践研究の中で解明すべき重要な研究課題といえ
る。

5 　結論

　本稿では1960年前後以降の成人教育研究におけ
る企業内教育の位置づけを明らかにすることで、
企業内教育を研究することの今日的意義と課題を
確認した。戦後、成人教育研究において、労働者
教育が制度、社会教育施設における教育事業を中
心とした研究だったことから、企業内教育を研究
対象としてはこなかった。ただし、倉内史郎らに
よる労働者教育研究では、企業内教育を生涯教育
の新しい実践の場、また新しい成人教育方法を検
討する研究対象としてとらえた。少なくとも、倉
内は一生涯を通した教育、学習機会としての生涯
教育的視点から企業内教育を位置づけると同時
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からの実践分析による研究も必要とされる。その
ためには企業との共同・連携研究の試みが欠かせ
ない。欧米ではエンゲストロームの活動理論やア
クション・リサーチなど企業と成人教育研究者が
連携して研究を行う事例も多い。企業内外を問わ
ず働く人々の教育・学習過程を検討する実践研究
の方法論の検討も残された今後の課題である。
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対象ととらえる必要性があるのではないだろう
か。
　また日本企業においていかに教えるか、あるい
はいかに学習を支援するかという成人教育的視点
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